
4.障がい者支援について 

 （１）合理的配慮 

 

令和３年の障害者差別解消法改正により、事業者

による障がいのある人への「合理的配慮の提供」が義

務化され、本年 4月 1日に施行されます。 

合理的配慮の提供とは、個々の場面で障がいのあ

る人から「社会的なバリアを取り除いてほしい」とい

う意思が示された場合には、その実施に伴う負担が

過重でない範囲で、バリアを取り除くために必要かつ合理的な対応をすることで

す。 

具体的には、飲食店で障がいのある人から「車椅子のまま着席したい」との申

出があった場合、机に備え付けの椅子を片付けて、車椅子のまま着席できるスペ

ースを確保するといった事例が考えられます。 

「合理的配慮」の内容については、個別性の強い概念であるため、本法の条文

では具体的に明文化されていません。したがって、合理的配慮の提供が各事業者

にとって「過重な負担」かどうかの判断については、事業への影響や費用負担の

程度などを考慮して、個別の事案ごとに具体的な場面や状況に応じて総合的・客

観的に判断することになります。 よって、個別具体的な対応を判断する相談窓

口の整備が不可欠であると考えます。 

 知事にお尋ねします。 

 福岡県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例において、「市町村

は、身近な地域における事案の解決又は改善を図るため、個別相談に応ずる相

談体制の整備に努めること」が定められておりますが、この点について、各市町

 



村の相談窓口は十分に設けられ、事業者や障がいのある方に対し、しっかりと周

知されているのか、お尋ねします。 

さらに、市町村の相談窓口においては、本年 4 月からの義務化に伴い、より具

体的な相談が予想され、相談員の資質向上が求められます。そこで、県として各

市町村に対し、情報提供や助言などを行い、実効性のある相談体制の構築を支

援すべきと考えますが、その取組についてお尋ねします。 

合理的配慮の提供については、事業者と障がいのある方との間で対話を重ね、

共に解決策を検討する「建設的対話」が重要だとされています。障がいのある方

からの申し出への対応が難しい場合でも「建設的対話」に努めることで、目的に

応じて代替手段を見つけていくことが可能となるからです。 

 そのためにも、幼少期からこの合理的配慮も含め、障がいについて理解を深め

る必要があると考えます。 

例えば、発達障がいであれば、令和4年の文部科学省の調査では、通常の学級

に在籍する小中学生の 8.8％に学習や行動に困難のある発達障がいの可能性が

あることが分かり、35 人学級であれば１クラスにおよそ 3 人となります。このよ

うに学校においては特別支援学校に限らず、すべての学校において授業や行事、

さらには友だちとの関わりなど、さまざまな場面での障がいについての理解と

配慮が必要となってまいります。 

 そこで教育長に伺います。 

 障がいへの理解促進と必要な配慮について、小中学校では児童生徒に対して、

どういった取組を進められてきたのか、そして今後どのように進めていく予定か、

お尋ねします。 

 

【服部知事の答弁】 



①市町村における合理的配慮等に関する相談窓口について 

県では、これまで、障がいのある人や事業者が障がいを理由とする差別や合理的配慮の提

供に関し、身近な地域で相談できるよう、障がい福祉担当課長会議等を通じて、各市町村で

の相談窓口の設置を働きかけてまいりました。その結果、昨年 4月には、県内 60市町村全

てで設置されたところです。 

また、障がい者団体、事業者団体、行政機関等、38団体で構成する「障がい者差別解消支

援地域協議会」において、毎年、障がいを理由とする差別解消のための取組や合理的配慮の

提供に関し情報交換等を行っており、昨年 8月には、全市町村の相談窓口を記載した一覧表

を配布して、各団体の会員企業等に周知を依頼するとともに、県のホームページでも公表し

ています。 

②市町村の相談体制構築への支援について 

県では、平成 28年度から「障がい者差別解消専門相談員」を障がい福祉課内に配置して、

障がいを理由とする差別や合理的配慮の提供に関する相談に対応しています。併せて、改正

障害者差別解消法が制定された令和 3年度から、障がい者差別等の相談に対応する市町村職

員を対象に、専門相談員を講師とした研修会を実施し、その内容を参加できなかった市町村

にも情報提供しています。 

研修会では、改正法及び国の相談体制等に係る情報提供、県及び各市町村の相談状況や事

例の共有、県相談窓口に実際に寄せられた事例を題材に、相談内容に係る事実確認の手法や

法の趣旨を踏まえた対応についての事例研究を通じて、市町村職員の資質向上に努めていま

す。 

さらに、市町村から解決が困難な事案への対応について相談があった場合には、具体的対

応事例を踏まえ、専門相談員が助言をしています。 

 

【吉田教育長の答弁】 



③小中学校における障がいへの理解促進と必要な配慮に関する取組について 

小中学校においては、発達段階に応じて障がいに対する正しい理解と必要な配慮を学ばせ

ることが重要です。このため、県教育委員会では、社会科、道徳、特別活動等の授業で活用

できる学習教材を作成し、公立小中学校に提供するとともに、積極的な活用を促しています。 

また、障がいのある子供とない子供とが互いの理解をより深めるため、共に学び、共に活

動する機会を設けています。 

このような教育活動を行うためには、障がいに対する教員の理解が必要であるため、小中

学校の若年教員、管理職を対象とした研修を実施しています。 

今後も、児童生徒が障がいに対する理解を深め、主体的に必要な配慮ができるよう、こう

した取組を充実させてまいります。 


